
 

 

 

 

 

 

 

届出等について 
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障害児通所支援事業者等に係る各種届出等について 

 

 

 

１ 指定内容に係る変更届 

 

 

 

２ 給付費等に係る届出書 

 

 

 

３ 廃止・休止・再開に係る届出書 

 

 

 

４ 指定の更新 

 

 

 

５ 障害福祉サービス等により事故が発生した場合の京都市への報告 

 

 

 

６ 各種届出の提出先 

 

 

 

  ７ 各種届出書等の様式 

 

 

 

８ 業務管理体制の整備の届出 

 

 

 

９ 児童福祉法に基づく指定障害福祉サービス事業者等の指定基準等を定める

条例 
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１ 指定内容に係る変更届 

 ⑴ 提出期限等 

  指定事業者は、その指定に係る内容について変更が生じた場合は、原則として変更日から

１０日以内（１０日目が閉庁日の場合はその直後の開庁日）に、「変更届出書（第２号様式）」

及び必要な添付書類を提出しなければなりません。 

 ※ 必要な添付書類については、次ページの「変更届が必要な事項及び添付書類」を確認し

てください。 

 ※ １０日を過ぎて提出される場合は、「遅延理由書兼誓約書」を添付してください。 

 

 ⑵ 軽微な変更に係る特例的な取扱い 

従業員の交代に伴う運営規程（従業者の職種、員数及び職務の内容）の変更については、

その都度ではなく、年１回、４月１日時点で前年と比較して、従業者の員数の記載が変更と

なる場合に、４月１０日までに届け出ることとします。 

なお、従業者の員数の記載については、「○○人」という記載以外に、「○○人以上」と

いう記載でも差し支えありません。この記載の場合、従業者の員数に変更があっても、運営

規程の人員を満たし、かつ、人員基準を満たしていれば、変更届の提出は不要です。 

 

 ⑶ 事前相談が必要な場合 

 ア 事前相談が必要な変更事項 

   ○ 事業所・施設の移転 

   ○ 従たる事業所の設置 

   ○ 利用定員の変更（増員及び減員） 

  イ 変更届の提出期限 

   (ｱ)障害児相談支援、保育所等訪問支援及び居宅訪問型児童発達支援の事業所の移転 

     変更日から１０日以内 

   (ｲ) (ｱ)以外の変更 

     変更日の１箇月前 

  ウ 変更指定申請が必要な場合 

    以下の変更事項については、変更届ではなく、「変更指定申請書（第１－３号様式）」の

提出が必要となります。変更日の１箇月前までに提出してください。 

   ○ 定員の増（児童発達支援、放課後等デイサービス） 

   ※ 添付書類については、次ページ「変更指定申請に必要な書類」を参照してください。 

  エ 留意事項 

   ○ 事前相談が必要な変更事項については、事前に現地確認を行い、面積要件等の要件を

満たしていることの確認を行う場合があります（⑶のイの(ｱ)の変更を除く）ので、十分

な時間的余裕をもって事前相談をしてください。 

○ 変更届をはじめ、指定事業者本人以外の方が各種申請、届出等を行う場合は、代理権

限の有無を確認するため、委任状を必ずご提出ください。 

また、必要に応じて、資格証の御呈示をお願いする場合があります。 

 

 ⑷ 電話番号、ファックス番号及びメールアドレスの変更 

   事業所の電話番号及びファックス番号が変更となった場合は、速やかに「電話・ファック

ス番号変更届」を提出してください。 

   メールアドレスが変更となった場合は、以下の連絡先まで速やかにお知らせください。 

 

     京都市子ども若者はぐくみ局 子ども家庭支援課 

     kodomokateisien@city.kyoto.lg.jp 
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変更指定申請に必要な書類 

 

 児童発達支援、放課後等デイサービスに係る定員の増を行う場合 

・変更指定申請書（第１－３号様式） 

・付表 

・従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表（別紙２） 

・建物の構造概要及び平面図（参考様式１） 

・運営規程 

・誓約書（参考様式６のうち該当するもの） 

・役員名簿（参考様式７） 

・障害児（通所・入所）給付費算定に係る体制届出書等（様式第５号、別紙１、２、その他届出に

必要な資料） 

 

 

 

変更届が必要な事項及び添付書類 
 (障害児通所支援事業、障害児入所施設、障害児相談支援事業) 
変更事項 添付書類 

①事業所(施設)の名称 運営規程 

②事業所(施設)の所在地【事前相談が必要】 
運営規程、事業所の平面図(参考様式１)、事業所の内部及

び外観の写真 

③申請者(設置者)の名称 
登記簿謄本注 

④申請者(設置者)の主たる事務所の所在地 

⑤申請者(設置者)の代表者及び役員の氏名、

生年月日、職名及び住所 

登記簿謄本注(代表者変更の場合のみ)、誓約書(参考様式６

のうち該当するもの)、役員等名簿(参考様式７) 

⑥登記事項証明書又は条例等(当該指定事業に関

するものに限る。) 
登記簿謄本注 

⑦医療法第７条の許可を受けた病院であるこ

と 
医療法第７条の許可を受けた病院であることを証する書類 

⑧事業所(施設)の建物の構造概要及び平面図

並びに設備の概要 
事業所平面図(参考様式１)、事業所の内部及び外観の写真 

⑨管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴 
経歴書(参考様式３)、勤務形態一覧表(別紙２)、誓約書(参

考様式６のうち該当するもの)、役員等名簿(参考様式７) 

⑩児童発達支援管理責任者の氏名、生年月日、

住所及び経歴 

経歴書(参考様式３)、資格証等写し、実務経験証明書(参考

様式３-１、３-２)、勤務形態一覧表(別紙２) 

⑪主たる対象者 運営規程 

⑫運営規程 

職員の職種、員数及び

職務の内容 

勤務形態一覧表(別紙２)、資格証等写し※、実務経験証明

書(参考様式３-１、３-２)※、運営規程 

※資格証等写し、実務経験証明書は、必要なサービスのみ 

利用定員 

【事前相談が必要】 

指定に係る記載事項(付表)、勤務形態一覧表(別紙２)、運

営規程 

その他の事項 運営規程 

⑬障害児給付費等の請求に関する事項 
体制等に関する届出書等(様式第５号、別紙１、２、その他

届出に必要な資料) 

⑭相談支援専門員の氏名、生年月日、住所及

び経歴 

経歴書(参考様式３)、資格証等写し、実務経験証明書(参考

様式３-１、３-２)、勤務形態一覧表(別紙２) 

注 登記の変更が提出期限に間に合わない場合は、「変更届」及び「登記簿謄本以外の添付書類」を期限までに提出し、

登記簿謄本は変更後速やかに提出すること。 

注 勤務形態一覧表は、変更開始月のもの（例：４月１日付け変更の場合は４月分）を添付してください。 
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２ 給付費等に係る届出書 

 ⑴ 加算等に係る届出 

ア 提出書類 

   ・障害児（通所・入所）給付費算定に係る体制等に関する届出書（第５号様式） 

   ・障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

   ・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙２）※ 

    ※算定対象月（４月１日付け算定の場合は４月分）の勤務形態一覧表を添付してください。 

   ・変更内容が分かる添付書類（次ページの「体制等の届出が必要な加算等一覧」を確認し

てください。） 

イ 提出期限（算定の開始時期） 

(ｱ) 報酬が増える届出 

届出が毎月１５日以前になされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には

翌々月から算定を開始します。 

ただし、「福祉・介護職員処遇改善加算」の算定を受けようとする事業者は、算定を

希望する月の前々月の末日までに届出が必要となります。 

   (ｲ) 加算の取下げ又は減算 

     事由発生後、速やかに届け出てください。 
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（参考） 児童発達支援管理責任者実践研修の受講に係る実務経験について 

 

 サービス管理責任者等基礎研修及び相談支援従事者初任者研修講義部分を受講した者

（以下、「基礎研修修了者」という。）が、サービス管理責任者等実践研修を受講するた

めに必要な実務経験（OJT）は「２年以上」とされています。 

 基礎研修受講開始時において、既に実務経験者である者が実践研修を受講するための実

務経験（OJT）として障害福祉サービスに係る個別支援計画の作成の一連の業務に従事し、

その旨を京都市に届け出ている場合は、例外的に「６月以上」とすることが可能です。 

その場合、OJT業務の開始前と開始後において、郵送による届出が必要です。 

 

⑴ 例外措置の要件 

   基礎研修修了者が、実践研修を受講するためには、原則「２年以上」実務経験を積む必

要がありますが、例外的に「６月以上」の実務経験で受講するためには、次の要件ア～ウ

のいずれも満たす必要があります。 

 

ア 基礎研修受講開始時（WEB 講義視聴開始日又は集合研修日のいずれか早い日）にお

いて、すでにサービス管理責任者等の配置に係る実務経験要件を満たしていること。 

イ 基礎研修修了証の交付日以降において、個別支援計画作成の一連の業務に従事した

期間が６月以上あること。なお、個別支援計画は概ね１０回以上（延べ１０人以上）

作成していること。 

ウ 本市に届出を行っていること。 

 

 ⑵ 届出のタイミングについて 

  「基礎研修修了後～OJT 業務開始前」 

    「OJT 業務実施後」 

    それぞれのタイミングで、郵送により届出を行ってください。 

 

⑶ 提出期限 

 OJT 業務開始後・実施後 １０日以内 

 

⑷ その他 

  届出の様式などその他詳細については、以下の URL からご確認ください。 

 

（京都市情報館） 

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000315978.html 

 

 

児発管について、「実務要件と研修要件」の両要件を満たす必要がありますが、一部の事業所において、
児発管の要件を満たさない又は児発管の資格が失効している事例が確認されました。 

中には、児発管欠如の状態が⾧期に及んだ結果、数百万円単位の返還が生じている事例もあります。
各事業所においては、今一度、児発管の各要件に問題がないかを確認いただくとともに、研修の計画的な受
講、人員体制の確保に取り組んでいただくよう、お願いいたします。 

 
(誤りの例）・基礎研修の修了のみをもって研修要件を満たすと認識していた 

・更新研修を受講しておらず資格が失効していた 
・本市への届出を行っているつもりが、届出していなかった  など 
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※変更があった部分は、網掛けで表示

児
童
発
達
支
援

放
課
後
等
デ
イ
サ
ー

ビ
ス

居
宅
訪
問
型
児
童
発
達
支
援

保
育
所
等
訪
問
支
援

福
祉
型
障
害
児
入
所
施
設

医
療
型
障
害
児
入
所
施
設

障
害
児
相
談
支
援

報酬算定区分に関する届出書 ○

医療的ケア区分に応じた基本報酬の算定に関する届出書 ○ ○

児童指導員等加配加算 ○ ○

看護職員加配加算（重心型のみ） ○ ○

福祉専門職員配置等加算 ○ ○ ○ ○

栄養士配置加算・栄養マネジメント加算 ○ ○

食事提供加算（児発センターのみ） ○

○ ○ ○

○

強度行動障害児特別支援加算 ○ ○

送迎加算（重心・医ケア） 〇 〇

延長支援加算 ○ ○

専門的支援体制加算 ○ ○

専門的支援実施加算 ○ ○

中核機能強化加算（児発センターのみ） ○

中核機能強化事業所加算 ○ ○

個別サポート加算（Ⅰ）（重度） ○

視覚・聴覚・言語機能障害児支援加算 ○ ○

人工内耳装用児支援加算 ○ ○

入浴支援加算（重心・医ケア） 別紙１７ 平面図 ○ ○

訪問支援員に関する届出書（訪問支援員特別加算・多職種連
携加算・ケアニーズ対応加算関係）

○ ○

日中活動支援加算 ○ ○

重度障害児支援加算 別紙２０ 平面図 ○ ○

心理担当職員配置加算・要支援児童加算（Ⅱ） 別紙２１－１ 平面図 ○ 〇

心的外傷のため心理支援を必要とする障害児名簿 ○ 〇

看護職員配置加算 ○

児童指導員等加配加算（福祉型入所施設） ○

自活訓練加算 ○ ○

保育職員加配加算（医療型入所施設） ○

小規模グループケア加算 ○ ○

小規模グループケア加算（サテライト） ○

ソーシャルワーカー配置加算 ○ ○

障害者支援施設等感染対策向上加算 ○

行動障害支援体制加算・要医療児者支援体制加算・精神障害
者支援体制加算・高次脳機能障害支援体制加算

○

相談支援機能強化型体制（単独） ○

相談支援機能強化型体制（協働） ○

主任相談支援専門職員配置加算 ○

ピアサポート体制加算 ○

地域生活支援拠点等に関連する加算 ○

地域生活支援拠点等機能強化加算 ○

福祉・介護職員処遇改善加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福祉・介護職員等特定処遇改善加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算 ○ ○ ○ ○ ○ ○

共生型サービス体制強化加算等 ○ ○

自己評価結果の公表に関する届出 ○ ○ ○

支援プログラムの公表に関する届出 ○ ○ ○

届出様式及び届出方法につ
いては、追って周知いたし

ます。

別紙２６

別紙２７

別紙２８

別紙２９－１

別紙２９－２

別紙３０

別紙３１

別紙３２

別紙３３

事務処理手順・様式例の
とおり

別紙３４

別紙２５－２

別紙１４

別紙１５

別紙１６

別紙１８

別紙１９

別紙２１－２

別紙２２

別紙２３

平面図

別紙２４

別紙２５－１

別紙１３

別紙４

別紙５

別紙６

別紙７

別紙８－３

別紙９

別紙１０

別紙１１

別紙１２

強度行動障害児支援加算（通所関係）
別紙８－１

別紙８－２

体制等の届出が必要な加算等一覧

※加算等の内容に応じて、下記の書類について提出が必要です。

　・障害児（通所・入所）給付費算定に係る体制等に関する届出書（様式第５号）【全ての加算で必要】
　・障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等状況一覧表　　　　　　　　　　【　　　同上　　　】※自己評価、支援プログラムに係る届出を除く。
　・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　【　　　同上　　　】※自己評価、支援プログラムに係る届出を除く。
　・変更内容が分かる添付書類（別紙１～３４）、挙証資料（資格証の写し他）

必
要
様
式

別紙１

別紙２

別紙３
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３ 廃止・休止・再開に係る届出書 

 ⑴ 廃止及び休止に関する届出 

ア 提出書類 

廃止・休止・再開届出書（第３号様式） 

※ 当該事業所の利用者が同種のサービスを引き続き利用できるようにするために講

じた措置について、詳しく記載してください。 

  イ 提出期限 

    廃止又は休止の１箇月前 

  ウ 事前相談 

    届出書を提出する前に、事前相談を行ってください。 

 

⑵ 再開に関する届出 

ア 提出書類 

・廃止・休止・再開届出書（第３号様式） 

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙２） 

イ 提出期限 

    再開後１０日以内 

  ウ 事前相談 

    再開予定日の１箇月前までに、事前相談を行ってください。 

 

４ 指定の更新 

 児童福祉法の規定により、指定事業者等は６年ごとに更新を受けなければ指定事業者・施設

としての効力を失います。 

 ⑴ 提出書類 

  ・指定（更新）申請書（第１号様式） 

  ・各サービスの指定（更新）に係る記載事項（付表） 

   ※付表の添付書類については、現在届け出ている内容に変更がない場合は不要です。 

・誓約書（参考様式６のうち該当するもの） 

  ・役員等名簿（参考様式７） 

  ・障害児（通所・入所）給付費算定に係る体制等に関する届出書（第５号様式） 

  ・障害児通所・入所給付費の算定に係る体制等状況一覧表（別紙１） 

  ・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙２） 

  ・従業者全員（勤務形態一覧表に記載されている従業者）の資格証写し 

 

⑵ 提出期限 

   指定期間満了日の２箇月前 

 

⑶ 留意事項 

○ 指定期間満了日までに申請がないと指定更新は受けられません。 

○ 同じ事業所番号でも、各事業の指定期間満了ごとに更新申請書の作成が必要です。 

○ 事業を休止している間に指定期間満了を迎える場合、指定期間の満了をもって指定の効

力を失うことになります。指定更新申請を行う場合は、再開届出書が必要です。 

○ 指定更新する意思がない場合は、事前に担当部署まで電話で御連絡のうえ、廃止届出書

を提出してください。 

〇 更新時、指定期間の概ね６か月前～前月までに、児童発達支援センターから連絡があり、

訪問支援を実施します。（児童発達支援センターを中心とした子どもの発達支援に係る体制強化事業）  
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５ 障害福祉サービス等により事故が発生した場合の京都市への報告 
（事故報告取扱要領から抜粋のうえ、一部修正） 

 

１ 報告すべき事故の範囲 

 （１）事故の種類 

ア 利用者の死亡 

(ｱ) サービスの提供により利用者が死亡した場合 

(ｲ) 利用者の死亡原因に疑義がある場合 

イ 利用者の怪我等 

怪我等とは、サービスの提供により発生した骨折、火傷、創傷、誤嚥、異食、誤与薬

等のうち、入院又は医療機関での治療を要するものをいう（ただし、軽微な治療で済む

ため、管理者が報告の必要を認めないものは除く。）。 

ウ 利用者の保有する財物の損壊、滅失 

エ 従業員の法令違反により利用者の処遇に影響を及ぼすもの 

オ 利用者の感染症又は食中毒 

感染症又は食中毒とは、発生を予防し、蔓延の防止を図る必要のある感染症、結核、

疥癬、食中毒をいう｡ 

カ その他、管理者が報告を必要と判断したもの 

（２）事故の原因 

事業者の過失の有無を問わない。 

（３）事故発生の時間帯 

ア サービス提供中の事故 
イ 利用者が障害者施設又は事業所内に所在中の事故 
ウ 送迎中の事故 
エ 通院付添い中の事故 

 

２ 報告事項 

感染症又は食中毒以外 感染症又は食中毒 

（１）報告年月日 

（２）事業所の概要 

ア 法人の名称 

イ 事業所番号、事業所の名称、 

所在地及び電話番号 

ウ 報告者の職名及び氏名 

エ 事業（施設）の種類 

（３）利用者の概要 

ア 氏名、生年月日、連絡先(電話番号) 

イ 受給者証番号、障害種別、特記事項 

（４）事故の概要 

ア 事故が発生した日時及び場所 

イ 事故の種別 

ウ 事故発生の経緯 

エ 事故後の対応 

（５）利用者及び家族への対応等 

ア 利用者の状況 

イ 利用者・家族等に対する連絡・説明 

ウ 損害賠償等の状況 

（６）事故の原因及び今後の改善策 

（１）報告年月日 

（２）事業所の概要 

ア 法人の名称 

イ 事業所番号、事業所の名称、 

所在地及び電話番号 

ウ 報告者の職名及び氏名 

エ 事業（施設）の種類 

（３）発生時の状況 

ア 疾患名 

イ 報告理由 

ウ 発症者数 

エ 最初に患者が発生した日 

オ 主な症状 

カ 医療衛生企画課への報告状況 

（４）終息の状況 

ア 新たな患者が最後に出現した日 

イ 発症者数（実数） 

ウ 死亡者の有無、氏名等 

エ 今後の改善策 

オ 医療衛生企画課の報告状況 
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３ 報告先 

 （１）利用者が本市の利用者である場合で、児童福祉法によるサービスの場合は京都市子ども若

者はぐくみ局子ども若者未来部子ども家庭支援課（以下、「子ども家庭支援課」という）に

報告すること。 

 （２）利用者が本市以外の利用者である場合は、当該自治体に対し、当該自治体が定めるところ

により報告すること。ただし、指定管理その他本市委託事業における事故の場合は、個人情

報を除き本市にも報告すること。 

 （３）感染症又は食中毒が発生した場合で、児童福祉法によるサービスの場合は子ども家庭支援

課に報告するとともに、京都市保健福祉局医療衛生推進室医療衛生企画課に報告すること。 

 （４）（１）～（３）のほか、利用者の家族等に対し、速やかに連絡すること。 

 

４ 報告の方法 

 （１）報告は、本取扱要領に定める「事故報告書」によること。感染症又は食中毒が発生した場

合は、「事故報告書（感染症又は食中毒）」によること。ただし、既に事業者において必要

項目が網羅された様式を作成している場合は、当該様式を使用して差し支えない｡ 

 （２）事故の発生を知った日から３日以内に報告すること。ただし、一回の報告により完結しな

いときは、次の要領によるものとする。 

ア 第一報として、事故の発生を知った日から３日以内に記入可能な項目について、（１）

に定めるところにより報告する。 

イ 第一報で報告できなかった項目について、報告が可能となったときには、第二報とし

て遅滞なく（１）に定めるところにより報告する。 

ウ 事故処理が長期化する場合は、適宜、途中経過を報告するとともに、事故処理が完了

した時点で、最終報告を行う。 

 （３）緊急性の高いものについては、京都市に対し速やかに電話により報告するとともに、その

後に事故報告書を提出すること。 

 （４）感染症又は食中毒が発生したときは、原則として、発生時及び終息時（医療衛生企画課か

ら終息したと認められた時）の二回、報告を行い、必要に応じて途中経過を報告すること。

また、関連法に届出義務が定められている場合は、これに従うこと。 

 

５ 京都市の対応 

 （１）報告を受けた所管課は、事故に係る状況を把握するとともに、必要に応じ障害福祉サービ

ス等事業者に対し助言を行う。 

 （２）障害福祉サービス事業者について指定基準違反の疑いがある場合で、児童福祉法によるサ

ービスの場合は子ども家庭支援課から京都市子ども若者はぐくみ局はぐくみ創造推進室に

情報提供し、状況により連携して対応する。 

 

６ 実施日 

令和３年３月１日以降の事故については、本通知に基づき処理すること｡ 
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障害福祉サービス等事業者における事故発生時の報告に係るＱ＆Ａ 

 

【報告すべき事故の範囲】 

 

Ｑ１ 創傷とは？ 

 

Ａ１ 創傷とは、擦過傷、打撲傷、挫傷、裂創、切創、刺創(刺し傷)等をいう｡ 

 

Ｑ２ 利用者の保有する財物の損壊、滅失とは、どのような事例を想定しているのか｡ 

 

Ａ２ ヘルパーが派遣先で家具を壊した場合、訪問途上にひったくりや車上荒しの被害

に遭い、サービス受給者証等の入った鞄等を盗まれた場合等を想定している｡ 

 

Ｑ３ 従業員の法令違反により利用者の処遇に影響を与えるものとは、どのような事

例を想定しているのか｡ 

 

Ａ３ 利用者の預り金の横領や、送迎中における職員の交通ルール違反に起因する交通

事故等を想定している｡ 

 

Ｑ４ 事業者の過失の有無を問わないとは、どのような事例を想定しているのか｡ 

 

Ａ４ 利用者間の喧嘩、無断外出、送迎中の追突等、第三者や利用者自身に主たる原因

があるものも含むという趣旨である｡ 

 

 

【感染症又は食中毒について】 

 

Ｑ５ 報告を行う感染症の範囲は？ 

 

Ａ５ 原則として、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に定める

もののうち、以下について報告を行う。 

・１類～４類感染症 

・新感染症 

・指定感染症 

・新型インフルエンザ等感染症 

・その他集団発生が想定されるもの（感染性胃腸炎、メチシリン耐性黄色ブドウ

球菌、上記に含まれないインフルエンザ等。ただし、集団生活を行わない訪問

系サービス利用者個人に発生した場合にまで報告を求めるものではない。） 

 

なお、職員が感染症に罹患した場合は、利用者等への感染拡大が危惧される事案

について、報告を行うものとする｡ 
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Ｑ６ 報告を求める食中毒の範囲は？ 

 

Ａ６ 原則として、施設及び通所系サービス事業所において、食事の提供を行った場合

とする。配食サービスについても、事業所の責任において利用者に食事の提供を行

った場合は、同様とする。 

訪問系サービスについては、例えば、居宅介護により食事の準備を行った場合

等において、食中毒の発生が介護員に起因する可能性のある場合等に、報告を行う

ものとする｡ 

 

Ｑ７ 発症者数が１名であっても、報告するのか。 

 

Ａ７ １類～４類感染症、新感染症、指定感染症、新型インフルエンザ等感染症が発生

した場合は、発症者数が１名であっても報告を行うものとする。 

５類感染症又は食中毒が発生した場合は、次の場合に報告を行うものとする。 

① 死亡者又は重篤な患者が１週間内に２名以上発生した場合 

② 同一の感染症又は食中毒による患者等が１０名以上又は全利用者の半数以

上発生した場合 

③ 通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に管理者等が報告の

必要を認めた場合 

 

 

【その他】 

 

Ｑ８ 事故の報告を行った事業所の名称等は、公表されるのか。 

 

Ａ８ 本市において事業所名等を公表することはないが「京都市公文書の公開に関する

条例」に定めるところにより公文書の公開の請求があった場合は、個人のプライバ

シーに関する情報等、同条例により非公開とされる情報を除き、請求者に対して事

故報告書を公開する。 
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６ 各種届出の提出先 

 ⑴ 提出先の担当 

障害児支援：京都市子ども若者はぐくみ局 子ども家庭支援課 発達支援担当 

障害児支援 
児童発達支援（センター含む）、放課後等デイサービス、居宅訪問型

児童発達支援、保育所等訪問支援、障害児入所施設など 

 

 ⑵ 住所・連絡先  ※本庁舎に移転予定 

 

（令和７年６月１３日まで） 

〒６０４－８１７１ 京都市中京区烏丸通御池下る虎屋町５６６－１ 井門明治安田生命ビル２階 

電話 （０７５）７４６－７６２５  ＦＡＸ（０７５）２５１－１１３３ 

 

（令和７年６月１６日以降） 

  〒６０４－８５７１ 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８ 京都市役所北庁舎５階 

 電話 （０７５）２２２－３９３７  ＦＡＸ（０７５）２５１－１１３３ 

 

 

７ 各種届出書等の様式 

本書に掲載した各種届出書等につきましては、京都市のホームページ「京都市情報館」の「障

害福祉サービス等事業者向けの情報」にて最新版の様式を提供しておりますので、そちらから

ダウンロードして御活用ください。（次ページ参照） 
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障害児通所支援事業者等向け情報のホームページについて 

 

 本市では、障害児通所支援事業者等の皆様への周知をホームページにより行ってい

ます。是非知っていただきたい情報や届出の注意事項（届出が必要なものの案内等）

を掲載していますので、事業者の皆様におかれましては、定期的に、内容を御確認い

ただきますようお願いします。 

 なお、変更届、加算届等につきましては、様式及び添付書類を変更している場合が

ありますので、最新の情報を確認のうえ、御提出いただきますようお願いします。 

 

検索方法 

 以下に変更届及び加算届関係のホームページの検索方法をお知らせしますので、ご

活用いただきますようお願いします。 

 

①  「京都市情報館」を検索エンジン（グーグル、ヤフー等）で検索してください。 

 

 

②  京都市情報館のトップページの「子育て・教育」をクリックしてください。 

 
 

 

 

 

 

 

「京都市情報館」 

 と入力 
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③ 「障害・難病・医療的ケアなど」の「事業所の方へ」をクリックしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 「児童福祉法に基づく障害児通所支援事業等に関する様式にかかること」 

をクリックしてください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 指定更新や加算に係る内容は、「既に指定を受けた事業所にかかること」をクリッ

クし、該当ページを参照してください。 

57



８ 業務管理体制の整備の届出 

平成２４年度から、指定障害福祉サービス事業者等は法令遵守等の業務管理体制の整備が義

務付けられています。 

 ⑴ 対象となる事業 

【障害者総合支援法に基づくもの】 

ア 指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の設置者（第５１条の２） 

イ 指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者（第５１条の３１） 

【児童福祉法に基づくもの】 

ウ 指定障害児通所支援事業者（第２１条の５の２６） 

エ 指定障害児入所施設の設置者（第２４条の１９の２） 

オ 指定障害児相談支援事業者（第２４条の３８） 

⑵ 業務管理体制の整備の内容及び届出事項 

業務管理体制の整備の内容は、事業所等の数に応じて定められています。 

 必要な業務管理体制の整備の内容（届出事項） 

指定事業所

の数（※） 

①法令遵守責任者の選任 

（法令遵守責任者の 

氏名・生年月日） 

②法令遵守規程の整備 

（規程の概要） 

③業務執行の状況の 

監査の実施 

（監査の方法の概要） 

１ ９ 以 下 ○ － － 

２０～９９ ○ ○ － 

１００以上 ○ ○ ○ 

※ 事業所数の数え方 

・ 障害者総合支援法及び児童福祉法の根拠条文ごとに数えます。 

 ・ 事業所番号が同じでもサービス種別が異なる場合は、それぞれを１つと数えます。 

  例）同一事業所番号で居宅介護、重度訪問介護、同行援護を実施…３事業所 

    生活介護と就労継続支援Ｂ型を実施する多機能型事業所…２事業所 

 ・ 障害者支援施設は施設入所支援と昼間実施サービスを合わせて１つと数えます。 

  例）施設入所支援、生活介護、自立訓練を実施する障害者支援施設…１事業所 

 ・ 一般相談支援事業所は、地域定着支援、地域移行支援をそれぞれ１つと数えます。 

・ 同一サービスの従たる事業所や出張所は数えません。 

 ・ 地域生活支援事業（移動支援、日中一時支援等）や基準該当事業所は数えません。 

⑶ 届出先 

届出先は、事業所等の所在地によって決まるものであり、事業者の主たる事務所の所在地

ではありません。また、平成２９年４月１日から、届出先が一部変更されていますので注意

してください。 

区  分 届 出 先 

① 事業所等が２以上の都

道府県に所在する事業者 

厚生労働省本省 

社会・援護局障害保健福祉部企画課監査指導室 

② 全ての事業所等が京都

市内に所在する事業者 

京都市保健福祉局 障害保健福祉推進室 

（障害者総合支援法に基づく事業） 

京都市子ども若者はぐくみ局 子ども家庭支援課 

（児童福祉法に基づく事業） 

③ ①及び②以外の事業者 

京都府健康福祉部 

 障害者支援課（障害者総合支援法、児童福祉法に基づ

く事業） 
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 ⑷ 届出様式等（京都市に届け出る場合） 

届出が必要となる事由及び根拠法令に応じて、以下の様式にて届け出る必要があります。 

届出が必要となる事由 届出様式 

①業務管理体制の整備に関して届け出る場合（新規） 

※ 事業所数は、障害者総合支援法及び児童福祉法の根拠条文ごとに数え、

根拠条文ごとに体制の整備及び届出が必要です。 

 例）居宅介護５、重度訪問介護５、生活介護７、障害者支援施設３、特定相

談支援事業３、児童発達支援３、放課後等デイサービス３箇所を運営する

事業者 

居宅介護５、重度訪問介護５、生活介護７、障害者支援施設３ 

 ⇒２０事業所、第１号様式（第５１条の２）で届出 

特定相談支援事業３ 

 ⇒３事業所、第１号様式（第５１条の３１）で届出 

児童発達支援３、放課後等デイサービス３ 

 ⇒６事業所、第２号様式（第２１条の５の２６）で届出 

 

 ○指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設（第５１条の２） 

○指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者（第５１条の３１） 
第１号様式 

○指定障害児通所支援事業者（第２１条の５の２６） 

○指定障害児入所施設の設置者（第２４条の１９の２） 

○指定障害児相談支援事業者（第２４条の３８） 

第２号様式 

②事業所等の指定等により事業展開地域が変更し届出先区分の変更が生じた

場合 

 ※ 変更前の行政機関及び変更後の行政機関の両方に届け出る必要があり

ます。 

 例）京都市内のみで事業を実施していた事業者が、新たに宇治市において事

業を開始した場合 

   届出先：京都市 → 京都府 に変更 

 

 ○指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設（第５１条の２） 

○指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者（第５１条の３１） 
第１号様式 

○指定障害児通所支援事業者（第２１条の５の２６） 

○指定障害児入所施設の設置者（第２４条の１９の２） 

○指定障害児相談支援事業者（第２４条の３８） 

第２号様式 

③届出事項に変更があった場合 

 ※ 以下の場合は届け出る必要はありません。 

  ・事業所等の数に変更が生じても、整備する業務管理体制が変更されない

場合 

  ・法令遵守規程の字句の修正など業務管理体制に影響を及ぼさない軽微な

変更の場合 

 

 ○指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設（第５１条の２） 

○指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者（第５１条の３１） 
第３号様式 

○指定障害児通所支援事業者（第２１条の５の２６） 

○指定障害児入所施設の設置者（第２４条の１９の２） 

○指定障害児相談支援事業者（第２４条の３８） 

第４号様式 
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９ 児童福祉法に基づく指定障害福祉サービス事業者等の指定基準等を定める条例 

 本市における障害児施設等に係る基準条例の概要については、以下のとおりとなります。 

⑴ 基準条例の名称 

○ 京都市児童福祉法に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例 

 

⑵ 概要 

   次の独自基準以外については、厚生労働省令と同じ基準となります。 

ア 市独自の基準 

   (ｱ) 暴力団の排除【対象：すべての事業所・施設】 

    ・申請者にかかる要件は、法人であり、暴力団員等でないこと。 

    ・管理者及び施設長は暴力団員であってはならない。 

    ・事業及び施設の運営について、暴力団員等の支配を受けてはならない。 

   (ｲ) 建築物の耐震性【対象：障害児通所支援又は障害児入所施設】 

      入所又は通所サービスを実施する事業者は、耐震性を有する建築物で事業を実施し

なければならない。 

○ 障害児通所支援事業のうち児童発達支援、医療型児童発達支援及び放課後等デイサ

ービス 

○ 障害児入所施設 

   (ｳ) 記録の整備に関する補則【対象：障害児通所支援又は障害児入所施設】 

障害児通所支援事業者及び障害児入所施設は、記録の整備に当たって保存の方法及

び廃棄方法等を定めておかなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

＜経過措置＞ 

     平成２７年７月１日の前日において本市の区域内に存する事業所等については、この

規定を適用しません。ただし、同一建物内で使用場所を増やす場合や、事業所を移転す

る場合は、条例の適用対象となります。 

     なお、既存の事業所等については、耐震診断を行い、必要に応じ、耐震改修を行うこ

とが、努力義務として定められています。 

 

イ 市独自基準以外の基準 

    以下の厚生労働省令のとおりとなります。 

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する

基準 

平成２４年２月３日 

厚生労働省令第１５号 

児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する

基準 

平成２４年２月３日 

厚生労働省令第１６号 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 
昭和２３年１２月２９日 

厚生省令第６３号 

 

＜「耐震性を有する」とは？＞ 

① 昭和５６年６月１日以降に新築の工事に着手して（建築確認を行って）いること。 

② 昭和５６年５月３１日以前に新築の工事に着手した（建築確認を行った）ものにあって

は、耐震診断報告書において耐震性を有することを確認していること、又は耐震改修工事

等により耐震性を有していることを確認していること。 
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